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〇 ⼤阪府救急搬送⽀援・情報収集・集計分析システム（Osaka  emergency information Research Inte lligent  Opera tion Network

sys tem ※以下「ORION」という。）では、病院前と病院後の救急搬送データを収集し、分析・検証することが可能である。

〇 ＯＲＩＯＮデータを活⽤し医学の発展や救急医療体制の向上を⽬的とした研究を⾏うことは、府⺠の健康増進・⽣命及び⾝体予後

の改善につながるものであり、第三者提供を含めたORIONデータの利活⽤が求められている。

〇 ⼀⽅、ＯＲＩＯＮデータには、⽒名・住所・⽣年⽉⽇等のいわゆる個⼈情報は収載されていないものの、医療機関名・搬送年⽉⽇

等の情報と報道等の公知の事実とを照らし合わせた結果、個⼈の特定につながる可能性が否定できない情報も存在するため、データ

の利活⽤にあたっては、慎重な取り扱いが必要である。

◆ＯＲＩＯＮデータについて

◆ＯＲＩＯＮデータの提供状況

■対象者

府内救急告⽰医療機関及び消防機関

■提供⽅法

申請に基づき審査のうえ提供

■提供データ

クリーニングデータ（⽣データ）

■データの制限

特定リスクを考慮して⼀部をマスキング

※発⽣⽇時、医療機関名、消防機関名 等

■今後の展望

・提供対象者の研究機関等への拡⼤

・クリーニングデータそのものを含めた提供内容

※発⽣場所等の情報の保持・提供について第

６７回（Ｒ６夏）救対審で意⾒あり

■対象者

限定なし

■提供⽅法

⼤阪府ＨＰに掲載

■提供データ

クリーニングデータから主要

な項⽬のみを抽出して集計し

た年次データ

■データの制限

主要項⽬のみの年間集計結果

のデータであるため、解析へ

の活⽤性は限定的

■今後の展望

公表項⽬の拡⼤等

１ 第三者提供 ２ 基幹データの公表 ☞⾏政保有データはすべてオープンデータとして公開

することを原則とする国の⽅針や、官⺠データ活⽤

基本法を踏まえ、

ORIONデータの⼀部オープンデータ化を検討中

☞ただし、個⼈特定リスクを踏まえ、項⽬や公表形式

については慎重に検討する必要がある

◆⼀部オープンデータ化について（検討中）
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■対象者

限定なし

■提供⽅法

⼤阪府ＨＰに掲載

■提供データ（案）

既に公表している基幹データの項⽬をベース

として、複数項⽬をクロス集計できないよう

単独の項⽬としての集計表を提供

※次ページ以降参照
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〇 現在⼤阪府ＨＰで公表しているＯＲＩＯＮ基幹データの項⽬をベースとしてより詳細にオープンデータ化して⼤阪府ＨＰで公表

○ ただし、個⼈の特定リスクを回避するため項⽬を精査し、項⽬間でのデータリンクができないよう、項⽬ごと個別のデータとする

○ 単に数値データのみではなくグラフなど直感的理解ができるような掲載も⾏い、府⺠への救急医療への理解（適正利⽤等）を促進

◆オープンデータ化の⽅針（案）

項⽬ 基幹データ オープンデータ（案）

MC圏域別 年次データ −

年齢 平均値・中央値 −

年齢区分別 年次データ ⽇次データ

性別 年次データ ⽇次データ

救急⾞要請理由別 年次データ ⽇次データ

発⽣場所別 年次データ（⼤項⽬） ⽇次データ（⼤・中項⽬）

救急隊判断緊急度 年次データ −

所要時間平均 年平均データ −

初診時診断名 年次データ（アルファベットコードのみ） ⽇次データ（アルファベットコードのみ）

初診時転帰 年次データ −

初診時診療科 年次データ ⽇次データ

確定時診断名 年次データ（アルファベットコードのみ） ⽇次データ（アルファベットコードのみ）

確定時転帰 年次データ −

確定時診療科 年次データ ⽇次データ
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○項⽬や形式案について、特定リスクの観点や研究

等への活⽤の観点で検討中

【基本的な考え】

⽇付×単⼀項⽬（クロス集計できない形式）

【検討案】

基幹データ以外の項⽬についても検討

☞時間経過（⼊電〜現場到着〜病院収容）等

◆オープンデータ化にあたっての検討事項

個⼈等特定リスクは低い

（複数項⽬クロス表にするとリスクが⾼まる）

公表に適した項⽬の検討

（第三者提供ORIONデータ項⽬をベースに検討）

ＯＲＩＯＮデータ利活⽤等検討ワーキング
グループでも引き続き検討
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■基幹データ（⼤阪府ＨＰで既に公表中） ■オープンデータ（案） 年齢区分別データ
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⽇付はダミーです。

実際にオープンデータとして公

表する際は、具体的な年⽉⽇が

分かるように公表することを検

討しています。
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■オープンデータ（案） 救急⾞要請理由別データ■オープンデータ（案） 男⼥別データ
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■オープンデータ（案） 発⽣場所別データ
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○平成24年7⽉ 電⼦⾏政オープンデータ戦略策定

⇒オープンデータの基本原則（積極的な公共データの公開、機械判読可能なデータ形式、営利⽬的を含む⼆次利⽤の促進等）

を記載

○平成27年2⽉ 地⽅公共団体オープンデータ推進ガイドライン（令和3年6⽉最終改正）

⇒地⽅公共団体におけるオープンデータの取組を推進する観点から、取り組むにあたって参考となるガイドライン

○平成28年12⽉ 官⺠データ活⽤基本法（令和3年6⽉最終改正）

⇒オープンデータの推進を国や地⽅公共団体に対し義務付け

○平成29年5⽉ オープンデータ基本指針（令和6年7⽉最終改正）

⇒国、地⽅公共団体、事業者が公共データの公開及び活⽤に取り組む上での基本⽅針を規定

（⾏政保有データはすべてオープンデータとして公開することを原則とすることを明確化）

○平成29年5⽉ 世界最先端IT国家創造宣⾔・官⺠データ活⽤推進基本計画

⇒平成32年度までに地⽅公共団体のオープンデータ取組率100％を⽬標に推進することを掲げる

⇒都道府県単位としては平成30年３⽉に100％を達成

○令和元年6⽉ 世界最先端デジタル国家創造宣⾔・官⺠データ活⽤推進基本計画（令和2年7⽉最終改正）

⇒更なる官⺠連携によるオープンデータの取組強化、オープンデータの質の向上など、オープンデータの更なる深化等を記載

○令和2年7⽉ デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和3年6⽉最終改正）

⇒国及び地⽅公共団体等において、オープンデータ・バイ・デザインの考え⽅に基づき、公共データの公開及び活⽤を記載

※オープンデータ・バイ・デザイン ： 公共データについて、オープンデータを前提として情報システムや業務プロセス全体の企画、整備及び運⽤を⾏うこと

◆オープンデータに関する取り組み（国）
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◆オープンデータに関する取り組み（⼤阪府）

（参考）⼤阪府ＨＰ⼤阪府、⼤阪市及び関係者が、スマートシティ戦略の推
進に向け、⼤阪モデルのスマートシティの確⽴に向けた⽅
向性を議論し、会議での情報発信を通じて、先端技術の実
装・実験を進める機運を⾼めることを⽬的として「⼤阪ス
マートシティ戦略会議」を開催。オープンデータも含む
様々なスマートシティに関する取り組みについて議論。

○令和元年８⽉〜⼤阪スマートシティ戦略会議の開催

⇒（第１回）利⽤者がすぐ使える形で公開する取り

込みが期待されており、⾏政データの公開は

スマートシティにおけるデータ流通の第⼀歩

○令和２年３⽉ ⼤阪スマートシティ戦略 Ver.1.0策定

⇒⼤阪府が保有する⾏政データのオープンデータを

推進することを記載

○令和４年３⽉ ⼤阪スマートシティ戦略 Ver.2.0策定

⇒オープンデータカタログサイトによる取り組みの

推進を記載
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